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1．はじめに 

 
原子力規制委員会1)は，外部からの衝撃による損傷の

防止として，安全施設は，想定される自然現象（地震及

び津波を除く）が発生した場合においても安全機能を損

なわないものでなければならないとしており，敷地周辺

の自然環境を基に想定される自然現象の一つとして，竜

巻の影響を挙げ，平成 25 年 6 月に原子力発電所の竜巻

影響評価ガイド2)を定め，事業者に対し，竜巻影響評価

と竜巻防護対策の実施を求めている． 
電気事業では，原子力発電所における竜巻飛来物防護

対策の一つとして，竜巻襲来時の風荷重や地震荷重の軽

減が可能な防護ネットが有望であり，適切なネット材料

の選定や吸収エネルギーの算定方法，ネット設置工法の

仕様の決定が喫緊の課題となっている． 
表1に，竜巻影響評価ガイド2)に例示されている2種類の

竜巻飛来物（鋼製パイプと鋼製材）の仕様および衝突速

度の算定例を示す．鋼製パイプの場合，最大水平速度

49m/sおよび最大鉛直速度33m/sである．飛来物の衝突方

向は竜巻防護施設にとって安全側の設計になるように設

定することが求められており，飛来物断面が衝突面とな

る衝突姿勢を想定することになる． 
本研究では，重錘の自由落下衝突による高強度金網を

用いた実規模大のネット構造物のエネルギー吸収性能試 
 

表1  竜巻飛来物の想定条件 

想定 
飛来物 

寸法 質量 
最大水

平速度 
最大鉛

直速度 
鋼製 
パイプ 

長さ 2m×直径 5cm 8.4kg 49m/s 33m/s 

鋼製材 
長さ 4.2m×幅 0.3m×

奥行 0.2m 
135kg 57m/s 38m/s 

験，小口径の飛来物貫通試験を実施した．これらの試験

結果より，耐衝撃性能に富む高強度金網の衝撃特性を評

価すると共に，所定の耐衝撃性能が得られる設置工法や

設計時に利用可能な簡便な吸収エネルギー算定手法を

提案した3)． 
 
2．重錘による自由落下衝突試験 

 
2.1 自由落下衝突試験概要 

図 1および図 2に，重錘を用いた自由落下衝突試験の

概要と重錘の構造を示す．自由落下衝突試験では，H形

鋼をロの字に組み上げた支持架台上に，寸法 3m×4m の

高強度金網を取り付けたH300形鋼製の3.5m×4.5mの

金網支持構造物を固定し，クレーンで吊り上げた重錘

（直径 0.5m，質量 1500kg）を脱着装置により自由落下

させた．また，重錘が試験体を貫通した場合を想定し，

試験体の下に土嚢を敷設した．さらに，衝突後の重錘が

周囲に飛び出さないように飛散防護ネットを設置した． 
 

 

図 1  重錘を用いた自由落下衝突試験の概要 



  

 

図 2  重錘の形状・寸法 
 
2.2 高強度金網試験体 

図 3に，金網試験体の概要を示す．試験体は，3m×4m
サイズの高強度金網二枚の全周をワイヤーロープで支

持した構造である．試験に使用した高強度金網は，素線

径φ4mm，素線強度 1400N/mm2の亜鉛メッキ鋼線を目合

い寸法 50mmで立体的に編み込んだ構造である．また，

ワイヤー張力低減と試験体全体の吸収エネルギー性能

の向上のため，試験体の隅角部 4か所に鋼製の緩衝構造

体を組み込んだ． 
鋼製の緩衝構造体の吸収エネルギー性能は，衝撃応答

解析コードLS-DYNAを用いて評価した．解析では緩衝

構造を厚さ 10mm，1/2 モデルとしてモデル化し，荷重

を外径保持管外周面に入力した．図 4 に，仮想的に 1/1
モデルとして表示した緩衝構造解析モデルの初期形状

と最大変形時の変形状態を示す．荷重を受ける外径保持

管が前方に移動し，内部の緩衝鋼管を圧縮変形させエネ

ルギーを吸収する仕組みである．緩衝鋼管は複数の円柱

鋼管を組み合わせた構造であり，圧縮荷重を受ける緩衝

鋼管は，初期段階ではアーチ効果により強い抵抗力を示

すが，変形が進行して内部への変形が発生すると剛性が

低下するため，高ひずみ時にも急激な荷重の増加を抑え

ることが期待できる．緩衝鋼管の厚さは吸収エネルギー

量が徐々に増加し，最終変形時に鋼管が内側に変形する

ように決定した． 
図 5に，緩衝構造の作用荷重・吸収エネルギー量と変

形量の関係を示す．作用荷重・吸収エネルギー量は，緩 
 

 

図 3  金網試験体の概要 

衝鋼管の変形と共に緩やかに増加しており，変形量

70mm 時点の吸収エネルギー量は 0.37kJ である．これ

より，実規模大試験体で使用する緩衝構造を同一断面形

状，高さ 130mmとすると，緩衝構造１体の吸収エネル

ギー量は 9.62kJとなる．また，緩衝構造の変形により，

緩衝構造に荷重を伝達するワイヤーロープに適度な緩

みが発生し，急激な張力増加の緩和効果も期待できる． 
 
2.3 試験結果 

試験では，所定の高さから，金網試験体中央に重錘を

自由落下衝突させた．試験時には，高速度カメラを用い

て金網の変形状態を，図 6に示すひずみゲージ付きター

ンバックルを用いてワイヤーロープ張力を，金網支持構

造物下面と支持架台上面間に設置したロードセルを用

いて衝撃荷重を測定した．なお，ワイヤーロープの初期

張力は，ターンバックル締め付け時のトルク管理値

（20N･m）で導入した． 
 

 
（初期形状）       （最大変形時） 

図 4  緩衝構造解析モデル 

 
図 5  作用荷重･吸収ｴﾈﾙｷﾞｰ量－変形量関係 

 

図 6  ターンバックルでの張力測定 
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表 2に，自由落下衝突試験の試験条件と試験結果の一

覧を示す．試験は，落下高さを 17m，15.4m として各 2
回ずつ実施した．落下高さを 17mとした試験ケース 2に
おいて，重錘は二枚の金網を貫通する結果となったが，

その他の 3回の試験では，試験体は重錘を捕捉する結果

となった． 
図 7に，試験ケース 4の試験結果を示す．試験ケース

4 では 1 枚目金網は破断したものの，いずれのワイヤー

ロープにも破断なく，重錘は完全に捕捉された．衝突前

後の画像解析より最大変位 1.73mを得た．これより，隅

角部に緩衝体を適用した 4m×3m サイズの二重高強度

金網試験体の吸収エネルギー性能として，重錘の落下高

さと最大変位を合計した位置エネルギーに相当する

250kJ以上を有することが明らかとなった． 
また，ワイヤーロープの張力は偏在なく均等に発生し

ており，最大張力は約 90kNで破断荷重 165kNを下回っ

ている．また，最大衝撃力は約 540kNであった．最大衝

撃力発生時に金網の最大応答変位が発生したと仮定す

ると，たわみ角θはtan-1(1.73/2.0)=40.9degとなり，金

網展開方向の張力合計は，540kN/sin(40.9deg) =825kN
となる．2 枚の金網試験体はそれぞれ 2 本のワイヤーで

支持されており，ワイヤー1本当たりの張力は825kN/8= 
103kNとなり，ほぼ試験結果と符合する．これより，ワ

イヤーロープに発生する張力も，衝撃荷重から算定可能

となる． 
 

表 2 自由落下衝突試験の一覧 

 
3．限界吸収エネルギー算定手法の提案 

 
金網の作用力と張力の釣り合い式から金網の限界変

位に達するまでのたわみ量と作用力の関係を求め，金網

の吸収可能エネルギーを算定する． 
図 9に，金網の交点引張試験による１目合い（1交点）

の荷重と伸びの関係を示す．また，表 3に，金網の限界

吸収エネルギーの算定に必要な諸元を示す．金網は主に

素線の網合わせ方向（展開方向）で荷重を受けるため，

吸収エネルギーの算定では，金網を展開直角方向に長さ 

 
（試験後試験体） 

  
（試験前緩衝構造） （試験後緩衝構造） 

 
（金網の最大変形状況） 

 
（ワイヤーロープ張力） 

 

（ロードセル荷重合計） 

図 7  試験結果（ケース 4） 
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Lxの単位目合いがNy（=Ly/N）列，並列して存在すると

仮定する．ここで，金網展開方向の目合い数をNx（=Lx/N）

とすると，金網展開方向の剛性はKx=K/Nxとなる．図 9
に示した作用力と張力の関係から，i列目単位目合いの作

用力と金網のたわみの関係は，式(1)で表される． 

 

       (1) 

i 列目の金網の吸収エネルギーは，式(1)を積分し，式

(2)で表示される． 
 

 

図 8  金網１目合いの荷重－伸び関係 
 

表 3 吸収エネルギー算定に用いる諸元 

 

 

図 9  吸収エネルギー算定モデル 

 

       (2) 

したがって，金網の総吸収エネルギーは，式(3)で得ら

れる． 

1

yN

i
i

E E
=

=∑                 (3) 

自由落下衝突試験で使用した試験体は展開長さ 4m×

展開直角長さ 3m の金網 1 枚と展開長さ 3m×展開直角

長さ 4mの金網 1枚を使用しているため，各々の吸収エ

ネルギーの合計が金網の限界吸収エネルギーとなる． 
図 10 に，試験体中央に重錘の衝突を受ける展開長さ

4m×展開直角長さ 3mの金網の目合い変位分布と吸収

エネルギー分布を示す．重錘衝突点の目合いは破断変位

20mmまでの伸びを仮定すると，最大変位δmaxは 1.61m
となる．重錘直径（0.5m）から接触目合数を 6目合とし，

展開直角方向に二等辺三角形状に変位が分布すると仮

定する．表 3の算定諸元ならびに式(1)～式(3)を用いて吸

収エネルギーを算定すると 112.6kJとなる．同様に，展

開長さ 3m×展開直角長さ 4mの吸収エネルギーは

103.7kJとなる．また，試験体の緩衝構造の吸収エネル

ギーは 38.5kJであることから，試験体全体の吸収エネル

ギーは，これらの合計値（EDesign=254.8kJ）となる． 
図 11 に，自由落下衝突試験における試験体の算定値

EDesignと衝突エネルギーEDropの比較を示す．なお，試験

の衝突エネルギーEDropは落下高さと最大変形量を合わ

せた位置エネルギーとした．塗りつぶしの記号は貫通を

表すが，EDesignを下回る領域では貫通は発生しておらず，

算定手法の有効性が示唆される． 
 

 

 
図 10  4m×3m 金網の吸収エネルギー 

 2 sin 2 (tan sin )i x i i x i i iF K x K hθ θ θ= ⋅ = −

 2 24 (1 / 4 )x i iK h hδ δ= − +

 2 24 (1 / 4 )i i x i iE F d K h h dδ δ δ δ= = − +∫ ∫
 2 2 22 ( 4 )x i x i iK K h h hδ δ= − + −

金網目合い寸法 S 50mm 
素線直径 d 4mm 
素線強度 1400N/mm2 
目合い対角距離 71mm 
1m当たりの目合い数N 14個 
交点破断強度 15kN 
交点破断変位 20mm 
等価剛性K 748kN/m 
破断時たわみ角 38.8deg 



  

 
図 11 算定値EDesignと衝突ｴﾈﾙｷﾞｰEDropの比較 

 

4．耐貫通性能確認試験 

 

鋼製パイプをはじめとする小口径の飛来物が高強度

金網へ衝突した場合，飛来物の目合いのすり抜けを防止

し，飛来物を捕捉することを確認する必要がある．この

ため，高強度金網に対し，高強度金網の目合い寸法と同

程度の直径60mmの鋼製飛来物を衝突させる耐貫通性能

確認試験（以下，貫通試験）を実施した． 
 

4.1  高強度金網試験体 

貫通試験に使用した試験体は，自由落下衝突試験で用

いた金網試験体と同一であり，H300 形鋼を用いた

3.5m×4.5mのネット支持構造物に3m×4mの高強度金網2
枚をワイヤーロープで固定した．図 12 に，高強度金網

の目合い状況を示す．1 枚目と 2 枚目の金網を半目合い

ずらし，飛来物のすり抜けを防止する．金網を支持する

ワイヤーロープの初期張力は，ロープ端部のターンバッ

クル締め付け時のトルク管理値（20N･m）で導入した． 

 
図 12  高強度金網の目合い状況 

 
4.2  試験方法 

図 13 に，貫通試験の概要を示す．試験では縦置きし

た試験体に，火薬の推力で飛翔する鋼製の飛来物を水平

方向から衝突させた． 
試験設備はランチャー，支持架台から構成され，試験

時に飛散物が発生する場合を考慮し，試験設備を射だ

（トンネル）内に設置した．ランチャーは飛来物を所定

の衝突位置に誘導するための軌道として設置され，その

全長は飛来物が目標衝突速度に達するために必要な加

速距離を確保するため，9m（飛来物滑走区間 7m，飛来

物設置区間 2m）とした．支持架台は衝撃荷重を受ける

試験体を地表面から浮かせた状態で支持する設備であ

り，コンクリート基礎上に，堅固なアンカーを介して固

定した．支持架台には PC 鋼棒を用いて衝突荷重測定用

のロードセルを設置した．また，衝突直後に試験体にリ

バウンドの発生に伴う引張力が発生することを考慮し

て PC 鋼棒にはプレストレス荷重 0.15MNを付与した． 
図 14 に，小口径飛来物の形状と概況を示す．小口径

飛来物は内部に推進薬を有する鋼製円柱体であり，質量

は 8.5kg（推進薬を含まず），外形は直径 60mm，全長 
 

 

図 13  貫通試験の概要 
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612mm であり，鋼製パイプを模擬して先端部を厚さ

4mmのパイプ状とした． 
 
4.3  試験結果 

図 15 に，飛来物の衝突位置を示す．試験では想定飛

来物を鋼製パイプとし，目標衝突速度を鋼製パイプの想

定条件（表 1）の最大水平速度と最大鉛直速度の合成速

度 59.1m/s を切り上げ保守的に 60m/s とした．また，試

験体衝突位置を試験体中央から展開方向に 1m 鉛直移動

したオフセットの位置とした．試験は同一条件で 2回実

施し，再現性を確認した． 
表 4に，貫通試験の結果のまとめを示す．芯的より測

定された実測衝突速度は，ほぼ所定の目標速度を満足し，

いずれの試験でも飛来物の貫通は発生していない． 
図 16 に，試験ケース 5 において，高速度カメラで撮

影した飛来物衝突状況を示す．飛来物は所定のオフセッ

ト位置に衝突し，衝突点で接触する金網素線を延伸させ

ながら，同時に広範囲の金網にも変形を与える様子が見

られる．飛来物は，金網を局所的に変形させた後，最大

変位に達する時点（金網接触後 44.8ms 経過後）で回転し

ながらリバウンド（金網の最大変形量は 0.75m）してお

り，金網の素線の破断もなく貫通しない結果となった． 

 

 
図 14  小口径飛来物の形状および概況 

 
図 15  貫通試験での飛来物衝突位置 

 
表 4  貫通試験結果一覧 

試験ケース ケース 5 ケース 6 
実測衝突速度 60.3 m/s 59.5 m/s 
衝突エネルギー 15.5 kJ 15.0 kJ 
金網最大変形量 0.75m 0.74m 
最大ワイヤー張力 11 kN 14 kN 
最大衝撃荷重 26.5 kN 24.4 kN 

 

図 16  飛来物の衝突状況（試験ケース 5） 
 

5．まとめ 

 

自由落下衝突試験より，4m×3mサイズの二重高強度金

網試験体は「竜巻影響評価ガイド」1)に設計飛来物とし

て例示されている鋼製材の質量（135kg）と最大水平速

度（57m/s）から算出される運動エネルギー（219kJ）を

満足する吸収エネルギー性能を有することが明らかと

なった．また，金網の変形形状から高強度金網の限界吸

収エネルギーを算定する簡便な手法を提案し，算定値と

試験結果を比較することによりその妥当性を確認し，有

効な設計手法であることを示した． 
さらに，高強度金網の目合い寸法と同程度の衝突径の

飛来物に対する高強度金網の耐貫通性能を確認するた

め，4m×3mサイズの 2枚の高強度金網を半目合いずらし

て取り付けた試験体に衝突径60mmの鋼製パイプ飛来物

を高速（60m/s）で衝突させる試験を実施した．その結果，

高強度金網は飛来物を捕捉し，耐貫通性能に優れること

を示した． 
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